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運営組織

予算編成・配分の流れ

予算案

　本学では、国立大学法人法に基づき、重要事項を審議する機関として、役員会、経営協議会、
教育研究評議会を設置しています。

○役員会は、経営、教育研究の両面に係る重要事項を審議する機関で、学長（議長）
及び理事６名の７名で構成されています。

○経営協議会は、経営面の重要事項を審議する機関で、学長（議長）、理事４名、
附属病院長、副学長１名、学外委員８名の１５名で構成されています。

○教育研究評議会は、教育研究面の重要事項を審議する機関で、学長（議長）、
理事４名、副学長１名、国際資源学研究科長、教育文化学部長、医学系研究科長、
理工学研究科長、先進ヘルスケア工学院長、その他部局長等４名、
各学部長等が推薦する教授８名の２３名で構成されています。

　なお、学長は、学長選考・監察会議の選考を経て、国立大学法人の申し出に基づき、文部科学大
臣によって任命されます。学長選考・監察会議の委員は、経営協議会の学外委員から５名、教育研
究評議会構成員から５名の１０名で構成されています。

　また、監事は文部科学大臣より任命され、国立大学法人の業務を監査します。

○令和４年度予算について
令和４年度予算編成方針において、ＩＲ分析等の指標を活用した予算配分等を通じて適切な資源配分
を推進することとしており、具体的には予算配分において、運営費交付金における「成果を中心とす
る実績状況に基づく配分」の指標及び大学独自の指標のうち17の指標を活用し、当該指標データに基
づき評価を行い、指標毎に75～125％の範囲で傾斜配分を実施した。

※財務企画会議は、予算その他財務に関する必要事項を審議する機関で、理事６名、
国際資源学研究科長、教育文化学部長、医学系研究科長、理工学研究科長、附属病院長、
附属図書館長の１２名で構成されています。

審議・了承

予算
決定

予算編成方針
決定

学外委員 学内委員

学長選考・監察会議
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理事（教育・国際担当）

理事（学生担当）

理事（財務・施設・環境担当）

理事（経営分析担当）＜非常勤＞
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監 事
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学内へ
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作成
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教育研究組織

附属ﾃﾞｼﾞﾀﾙ医学・医療教育推進ｾﾝﾀｰ

感染統括制御・疫学・分子病態研究ｾﾝﾀｰ

国際資源学部 国際資源学科

学校教育課程
地域文化学科

附属幼稚園

生命科学科

理工学部

教育文化学部
附属小学校

附属中学校

附属特別支援学校
学　部 附属教職高度化センター

医学科

医学部
保健学科

附属病院

物質科学科
数理・電気電子情報学科
システムデザイン工学科

通信教育講座

資源地球科学専攻博士前期課程

国際資源学研究科
資源開発環境学専攻

博士後期課程 資源学専攻

附属鉱業博物館

教育学研究科
専門職学位課程 教職実践専攻
修士課程 心理教育実践専攻

修士課程 医科学専攻
博士前期課程 保健学専攻
博士後期課程 保健学専攻

医学系研究科大学院
博士課程 医学専攻

秋

田

大

学

附属地域包括ｹｱ･介護予防研修ｾﾝﾀｰ

生命科学専攻
物質科学専攻

博士前期課程 数理・電気電子情報学専攻
システムデザイン工学専攻
共同サステナブル工学専攻

理工学研究科
博士後期課程 総合理工学専攻

附属革新材料研究センター

附属ｸﾛｽｵｰﾊﾞｰ教育創成ｾﾝﾀｰ

産学連携推進機構

情報統括センター

ﾊﾞｲｵｻｲｴﾝｽ教育･研究ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

学内共同教育研究施設
放射性同位元素センター

環境安全センター

先進ﾍﾙｽｹｱ工学院

国際資源学教育研究センター

地方創生センター

高齢者医療先端研究センター

評価・IRセンター

高等教育グローバルセンター

センター 学生支援総合センター

電動化システム共同研究センター

自殺予防総合研究センター

地域防災減災総合研究センター

高大接続センター

教職課程・キャリア支援センター

附属図書館
中央図書館
医学図書館

保健管理センター

地(知)の拠点推進本部
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国立大学法人会計の仕組み

１．収益の考え方

BS

現預金　100
運営費交付金
債務　　100

業務の実施

BS 　　　業務の実施 PL（費用＝負債の場合） PL（費用＜負債の場合）

利益　20

費用　80

２．固定資産の会計処理

※令和３年度までの固定資産の会計処理（補助金を財源としたものは同様の会計処理を継続）

BS

現預金　300
運営費交付金
債務　　300

BS
　　　機械の購入

現預金　0
運営費交付金

債務　　　0

機械　　300
資産見返負債

　　　　300

1年目 2年目 3年目
PL PL PL

費用(減価償却費)
100

収益(資産見返負債
戻入)　　　　　100

費用(減価償却費)
100

収益(資産見返負債
戻入)　　　　　100

費用(減価償却費)
100

収益(資産見返負債
戻入)　　　　　100

※令和４年度からの固定資産の会計処理

BS

現預金　300
運営費交付金
債務　　300

BS
機械の購入

現預金　0
機械　　300

1年目 2年目 3年目
PL PL PL

費用(減価償却費)
100

収益（運営費交付金
収益）　　　　　300

費用(減価償却費)
100

収益（運営費交付金
収益）　　　　　　 0

費用(減価償却費)
100

収益（運営費交付金
収益）　　　　　　 0

　民間企業では、売上＝収益として計上されますが、国立大学法人では、国からの運営費交付金や学生からの授業料等が直ちに
収益となるわけではありません。これらは、教育や研究を行う義務が発生するという意味で、一度債務（負債）に計上されます。その
後、時間の経過とともに、教育・研究等の義務が実施されたという解釈により、収益に振り替えていきます。

現預金　0
運営費交付金

債務　　　0
費用　100 収益　100 収益　100

交付された100を全て使用して業務を行っ
た場合、損益は均衡します。

　令和３年度までは、運営費交付金等で固定資産を取得した場合、固定資産と同額の運営費交付金等の債務(負債)を資産見返負
債に振り替えていました。その後、毎期発生する減価償却費相当額を資産見返負債から資産見返負債戻入(収益)に振り替えていた
ため、損益が均衡していました。
　令和４年度からは、産業界目線からも理解しやすい財務諸表等を作るため国立大学法人会計基準等の改訂が行われ、補助金を
財源としたものを除きこの会計処理が廃止となりました。運営費交付金等の債務（負債）を資産見返負債に振り替えず固定資産取
得時に全額収益化することになったため、固定資産取得年度以降の年度は減価償却費のみ発生し、単年度では損益が均衡しない
ことになります。

損益±0 損益±0 損益±0

業務の効率化や経費削減などの経営努力に
より削減した費用の分が利益になります。

損益+200

損益△100 損益△100

運営費交付金 等
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損益計算書

【単位：百万円】

1,854 9,141

2,066 3,134

17,255 22,538

15,754 1,319

928 1,358

51 644

37,911 38,137

172 5,980

国庫納付金 895

6,042 8

44,126 44,126

　当期総利益

　合計

　目的積立金等取崩額

授業料収益・
入学料収益・
検定料収益

受託研究等収益・
受託事業等収益・
寄附金収益

外部資金収益

その他

臨時損失

経常収益　計

経常費用の内訳 経常収益の内訳

臨時利益

経常費用　計

資産見返負債が国立
大学法人会計基準等
の改訂に伴い廃止さ
れたため発生した
臨時利益

◆損益計算書とは、一会計期間（４月１日～３月３１日）において、国立大学法人が教育、研
究、診療などの業務を実施するために要した費用と、これに対応するすべての収益を示すも
のです。
これにより国立大学法人の運営状況を知ることができます。

　合計

その他

一般管理費

附属病院収益

運営費交付金収益

診療経費

人件費

補助金等収益

教育経費・
教育研究支援経費

研究経費・
受託研究費等・
受託事業費

経常収益経常費用

教育経費

研究経費 学生納付金収益

運営費交

付金収益
24.0%

学生納付

金収益
8.2%

附属病院

収益
59.1%

外部資金

収益
3.5%

補助金収

益
3.6%

その他
1.7%

教育経費
4.9%

研究経費
5.5%

診療経費
45.5%

人件費
41.6%

一般管理費
2.4%

その他
0.1%
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損益計算書の推移③

利益（損失）の推移
〔単位：百万円〕

利益（損失）の主な発生要因

令和4年度の利益処分について

〔単位：円〕

当期未処分利益
運営努力により生じた

利益

文部科学大臣の経営努力認定※

帳簿上の利益

※令和6年2月16日に文部科学大臣から承認を受けました

経営努力認定を受けた利益で、次年度以降
の教育・研究・診療を充実させるために、中期
計画の剰余金の使途に従って使用

683,357,529

6,042,443,900

積立金

5,359,086,371

　令和4年度は資産見返負債戻入の減少（△788百万円）や附属病院収益の減少（△181
百万円）等に伴い経常収益は減少した一方で、診療経費の増加（+1,087百万円）等に伴い
経常費用は増加しました。その結果、経常利益が225百万円となり、令和3年度経常利益
1,964百万円と比較しますと、1,738百万円の減少となりました。
　また、会計基準の改訂に基づき前事業年度末の資産見返負債を収益化したことにより臨
時利益が発生(+5,980百万円)したため、当期総利益は6,042百万円となりました。なお、資
産見返負債に関連するこれらの増減は帳簿上のものです（会計基準の改訂の詳細はP.15
を参照ください）。

1,641

1,085
1,446 1,445

1,964

225

1,698

1,213
1,499 1,419

2,001

6,042

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

経常利益（又

は経常損失）

当期総利益

（又は当期総

損失）

376 改訂前の会計基準

に基づいて試算し

た当期総利益
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財務指標分析

⑦業務費対教育経費比率　＝　教育経費　÷　業務費

【単位：千円】

R3年度 R4年度 増減

教育経費 1,454,938 1,514,718 59,779

業務費 35,751,425 36,931,268 1,179,842

業務費対
教育経費比率 4.1% 4.1% 0.0%

⑧学生当教育経費　＝　教育経費　÷　学生数（修士・博士を含む）

学生1人当たりの教育経費です。

この数値が高いほど学生に対して教育活動が活発であることを示します。

【単位：千円】

R3年度 R4年度 増減

教育経費 1,454,938 1,514,718 59,779

学生数 5,144 名 5,147 名 3 名

学生当教育経費 282 294 11

業務費に対する教育経費の比率です。

この数値が高いほど教育に対する資本投下が大きいことを示します。

4.5%
4.4%

4.3%
4.4% 4.4%

4.2%

4.8%

4.5%

4.2% 4.1%
4.1% 4.1%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

5.5%

6.0%

29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

業務費対教育費比率の推移

同規模大学平均

秋田大学

239 241 241

252
259

254

297
289

273 276
282

294

200

225

250

275

300

325

350

29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

学生当教育経費の推移

同規模大学平均

秋田大学

学生数は増加しておりますが、教育経費も増加
しているため、学生１人当たりの教育経費は増加
しております。

電力料や外国旅費の増加により、教育経費は
増加しております。また、業務費も増加しており、
教育経費比率は前事業年度と同比率となってお
ります。
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財務指標分析

⑨教員当研究経費　＝　研究経費　÷　教員数（常勤）

教員１人当たりの研究経費です。

この数値が高いほど教員の研究活動への支援が活発であることを示します。

【単位：千円】

R3年度 R4年度 増減

研究経費 1,235,768 1,373,653 137,885

教員数 592 名 585 名 △ 7 名

教員当研究経費 2,087 2,348 260

⑩経常利益比率　＝　経常利益　÷　経常収益

経常収益に対する経常利益の比率です。

この数値が高いほど収益性が高いことを示します。

【単位：千円】

R3年度 R4年度 増減

経常利益
または経常損失 1,964,213 225,799 △ 1,738,413

経常収益 38,719,285 38,137,097 △ 582,187

経常利益比率 5.1% 0.6% △4.5%

2,041

2,114
2,144

2,075

2,228

2,293

1,996

2,265

2,425

2,031
2,087

2,348

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

2,700

2,800

29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

教員当研究経費の推移

同規模大学平均

秋田大学

教員数は減少し、研究経費は増加しているた
め、教員１人当たりの研究経費は増加しておりま
す。

1.9%
1.6% 1.7%

2.8%

3.5% 2.5%

4.8%

3.1%

4.0% 4.0%

5.1%

0.6%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

経常利益比率の推移

同規模大学平均

秋田大学

業務費の増加により、経常費用は増加してお
ります。また、資産見返負債戻入の減少、附属
病院収益の減少等により、経常収益は減少して
おります。結果、経常利益比率は減少しておりま
す。 なお、資産見返負債戻入の減少は会計基
準改訂によるものです。

1.3%

改訂前の会計基準に

基づいて試算した収益率
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